
r公務員制度の軽合的な改革に関する懇教会」報告書の概要

1．議院内閣制にふさわしい公務鼻の役割

（1）内閣中核体制の確立

○大臣等の政務を補佐する「政務専門官」の創設。

○各府省の立場を超えて、内閣の国家的重要政策の企画立案を行う「国家戦略スタッ

フ」の創乱内閣総理大臣が、公務内外から公募により登見

○公務員と政治家との厳格な接触ルールを確立し、政官の接触を集中管亀

（2）大臣人事権の確立

○指定職以上の幹部任用に際しての内閣総理大臣認可の導入。

○大臣を直接補佐する「政務スタッフ」を、大臣が自由に任免できるようにする。

（3）内閣一元管理

○縦割り行政の弊害を除去し、各府省横断的な人材の育成・活用を行うため、内閣一

元管理システムを導入。

2．多様な能九技術、軽験を持つ人材の採用、育成、登用
（1）学業終了時点での採用

○採用試験に基づき幹部候補を固定化している「キャリア・システム」を廃止
○現行のⅠ・Ⅱ・Ⅲ種試験等を廃止し、一般職試験（院卒、大卒、高卒）、専門職試験

（院卒、大卒、高科、総合職試験（院卒、大卒）を創設。
○総合職試験合格者からは、内閣人事庁が一括で採用し、各府省に配風

（2）中途採用
○他の職業からの中途採用を積極的に行っていくため、中途採用試験（一脚臥専門
職、綺牌を導入。

（3）公務鼻育成の目標

○個々の職員が自発的に能力向上に取り組む公務員像を確立し、国際社会の中で活躍

できる広い視野と深い教養、公務以外の分野でも活躍できる高い能力を有する人材

の育成を目指す。

（4）幹部職員の育成と選抜の制度

○高い能力と倫理観を備えた幹部職員を確保するため、幹部侯緒を総合的計画的に育

成する「幹部侯檜育成課程（仮称）」を導入。

・幹部侯稀育成課程への選抜は、採用後2年程度の働きぶりを評価して行う。（一般

職、専門職試験採用者からも選抜）。

・絞り込みと補充による出入りのある育成課程とする。

・内閣人事庁は、兢一的な基準作成や運用管理を行う。

○本省管理職以上への能力本位で多様な人材登用。

・本省管理職以上への公募拡大（数値目標を設定し、その比率を段階的に拡大）。

・内閣人事庁による人事の調整、指定職以上の適格性審査。

・将来的に、本省管理職以上に占める総合職試験採用者で幹部候補育成課程を修了

した者の割合が、半分になることを目指す。

○高度な専門的知識・技能・経験を持つ専門職を育成・確保する。

3．公務員の倫理の薩立と評価の適正化

（1）公務員共同体化の回避（「ゼッケンを外す」）

（2）職業倫理の確立
○公正な人事評価システムを構築し、信賞必罰の原則を徹底。
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○責任の追及のあり方については、現行規定を適正かつ厳格に遠見

（3）評価と賞罰

○人事評価において、国民本位の評価視点を取り入れ、「全体の奉仕者」としての意識

を滴養。あわせて評価者の資質向上を図る。

○評価は、採用年次にとらわれず、相対評価により行う。

○組織目標とリンクした目標管理を行い、組織目標から個人の目標を導き出す。

○評価の納得性を高めるため、評価結果を開示し、フィードバックを確実に行う。

（4）守秘義務違反の捜査および誤報に関する罰則の強化

4．国際競争力のある人材の確保と育成

○国際対応に重点を置いた採用と人材育成プログラムの創乱

○幹部候補育成課程では、海外勤務を一度は経験させる。

5．官民交流の促進
○官民の交流を促進するため、官民人事交流法を抜本的に見直し、「官民人材交流勤

（仮称）を制定する。

○幹部候補育成課程においても、最低一回は民間企業等で勤務する。

6．働きに応じた処遇（ワーク・ライフ・バランス）

（1）公務効率向上意識の導入

○ビジネス・プロセス・リエンジニアリングの導入による勤務時間適正化や「業務簡

素化計画」の作成と実施

（2）給与体系の抜本的改革

○役職手当の導入や給与への勤務評価の反映徹底（メリハリのきいた処遇）。

（3）就棒金および退鞍金の改革

○国家戦略チタッフや特定専門職への採用の際の就職金（支度金卜制度の念凰
○公金で賄われている機関への再就職は、再就職先での退職金辞退・削減を条件化（渡

り天下り防止）。

（4）定年・退職
060歳定年まで勤められることを原則として、能力・実簾により処遇される環境を

構築する。

060歳以降については、当面は、再雇用制度の拡充により雇用機会を確保する。

〇一定年齢で年功昇給が停止する給与システム、役織定年や職種別定年延長の検札

7．国家公務員の人事官阻こ関する責任体制の確立

（1）内閣人事庁（仮称）の創設
○国家公務員の人事管理について政府を代表して説明責任を負う機関、内閣一元管理

の実施機関として、国務大臣を長とする「内閣人事庁（仮称）」を設ける。

○総務省人事・恩給局や人事院の中央人事行政に関する部門等の関連機能を内閣人事

庁に組

（2）労働基本棒等
○労働基本権の付与については、専門調査会の報告を尊邑あわせて、国における使

用者機関のあり方について検札

※改革の推進

平成21年の通常国会に内閣人事庁を設立するための法律案提出。改革の実施に必要な関

係法案について、遅くとも平成23年の通常国会に提出し、本報告後5年以内に改革を実施
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